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１．契約の状況

 （１） 新契約年換算保険料
（単位：億円、％）

1  個人保険

2  個人年金保険  

3  合 計

4

《ご参考》 新契約高 （単位：億円、％）

 （２） 解約・失効年換算保険料、解約・失効率〔個人保険＋個人年金保険〕
（単位：億円、％）

5

6  解約・失効率

（注） 解約・失効の数値は失効後復活契約を失効と相殺せずに算出しています。
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【解約・失効年換算保険料、解約・失効率】
 ○解約・失効年換算保険料は、前年同期比８．６％減の１０３億円と改善。
 ○解約・失効率は、０．１２ポイント改善の２．２１％。
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【新契約年換算保険料】
 ○個人保険は、主力商品「ベクトルＸ」および医療保険のいずれも販売が好調に推移
 したことから、前年同期比６．６％増の１３４億円。
 ○個人年金保険は、４月に発売した外貨建個人年金保険「ドリームフライト」の販売
 が好調に推移したことから大幅に伸展し、個人保険・個人年金保険合計では、前年
 同期比２６．８％増の１６８億円。
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※ご参考までに、数期分の推移をグラフ表⽰しております。
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 （３） 保有契約年換算保険料
（単位：億円、％）

7  個人保険

8  個人年金保険

9  合 計

10

《ご参考》 団体保険の保有契約高について

（単位：億円、％）

平成25年度
中間期末
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 団体年金保険

136,687

【保有契約年換算保険料】
 ○個人保険・個人年金保険合計の保有契約年換算保険料は、現状では、解約・失効・
 満期等による減少が新契約を上回っており、前年度末比０.４％減の５,１２７億
 円。
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 ○平成２５年度末に保有反転した団体保険の保有契約高は、前年度末比０．２％増
 の１３兆６，６８７億円。
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２．主要収支の状況
（単位：億円、％）

11  基礎収益

12  うち保険料等収入

13  うち利息及び配当金等収入

14  基礎費用

15  うち保険金等支払金

16  うち事業費

17  基礎利益 ①

18  逆ざや額

19  危険差益

20  うち最低保証に係る要因 ②

21  費差損益

22  キャピタル損益 ③

23  臨時損益 ④

24  経常利益 ①＋③＋④

 基礎利益（最低保証に係る要因を除く）

①－②

26  特別利益

27  特別損失

28  契約者配当準備金繰入額

29  中間純利益
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＋ 0.2 

▲ 5.0 

平成26年度
中 間 期

＋ 0 

▲ 12 

＋ 5 

▲ 180 

【保険料等収入】
 ○外貨建個人年金保険の販売好調に伴い、前年同期比０.２％増の２，７１０億円。
【利息及び配当金等収入】
 ○企業業績の回復により、国内株式配当金は増加したが、低金利の継続により、
 前年同期比３.３％減の５９１億円。
【保険金等支払金、事業費】
 ○保険金等支払金は、前年同期比６.７％減の２,６９９億円。
 ○事業費は、人件費・物件費の削減等により、前年同期比２.６％減の４８６億円。

前年同期比
増 減 率
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【基礎利益】
 ○基礎利益は、費差損益の改善により、前年同期から１４億円増加し、２８４億円。
 ○逆ざや額は、予定利息負担は減少したものの、利息及び配当金等収入が減少した
 ことにより、前年同期とほぼ同水準の▲２６３億円。
 ○危険差益は、前年同期とほぼ同水準の５４３億円。
 ○費差損益は、事業費の削減により、前年同期から１４億円改善し、４億円。
 ○最低保証に係る要因を除いた基礎利益は、前年同期から４９億円増加し、１９８
 億円。
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【キャピタル損益、経常利益、特別損失、中間純利益】
 ○キャピタル損益は、変額年金保険等の最低保証に係る責任準備金の変動に対する
 ヘッジ損益が改善したこと等により、前年同期から７４億円改善し▲２２億円。
 ○経常利益は、前年同期から８６億円増加し、２７８億円。
 ○特別損失は、早期退職優遇制度（※）の実施に伴う退職加算金等の支払いにより、
 前年同期から５４億円増加し、６５億円。
 ※収益力の強化と強固な経営体質構築を目的として、希望退職者を募集したもの。
 ９月３０日付で２４０名が退職。退職加算金等支払額は５０億円。
 ○中間純利益は４３億円増加し、１３５億円。
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３．一般勘定資産の構成、有価証券の含み損益

 (１) 資産の構成（一般勘定）
（単位：億円、％）

30  一般勘定資産の合計

31  うち有価証券

32   うち国内公社債

33   うち国内株式

34  うち外国証券

35  うち貸付金

36   うち不動産

37  総資産 

 (２) 有価証券の含み損益 （一般勘定）  

（単位：億円）

38  有価証券全体の含み損益

39  うち時価のある有価証券

40  うち国内公社債

41  うち国内株式

42  うち外国証券

43  その他有価証券の含み損益

 ○外国証券は、外国公社債について相対的に魅力度が高いと判断し、積み増しを
 行ったことから残高が増加し、１兆６８２億円。
 ○貸付金は、資金需要の低迷から残高が減少し、１兆５,１１５億円。
 ○一般勘定資産合計は、前年度末から１,４１１億円増加し、６兆７,８４９億円。
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【一般勘定資産の構成】
 ○国内公社債は、ＡＬＭの推進を目的として、責任準備金対応債券を積み増した
 こと等により、前年度末から１,１６５億円増加し、３兆８９７億円。
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【有価証券の含み損益】
 ○国内公社債の含み益は、金利の低下により、前年度末から４５９億円増加。
 ○国内株式の含み益は、株価の上昇により、前年度末から２９６億円増加。
 ○有価証券全体の含み益は、前年度末から９６１億円増加し、４,４２３億円。
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４．ソルベンシー・マージン比率、実質純資産額

 (１) ソルベンシー・マージン比率
（単位：億円）

44  ソルベンシー･マージン比率

45  ソルベンシー･マージン総額

46  リスクの合計額

 (２) 実質純資産額
（単位：億円）

47  実質純資産額

以 上

【ソルベンシー・マージン比率、実質純資産額】
 ○ソルベンシー・マージン比率は、内部留保の増加、および株価上昇等によるその
 他有価証券の含み益の増加を主因として、前年度末から７２.９ポイント上昇の
 ７２１.４％。
 ○実質純資産額は、内部留保の増加、および有価証券全体の含み益の増加を主因と
 して、前年度末から１,１００億円増加し、８,１９５億円。

2,053

721.4% 
7,405

2,057
6,670

＋ 1,100 7,095 8,195

＋ 735 

前年度末比
増 減 額

+ 72.9 ﾎﾟｲﾝﾄ

平成25年度末
平成26年度

中 間 期 末
区 分

▲ 4 

648.5% 

前年度末比
増 減 額

平成26年度

中 間 期 末
平成25年度末区 分

6,925 6,685 7,095

8,195601.3
618.5

648.5

721.4

0

400

500

600

700

0

4000

6000

8000

H24年度末 H25年中間期末 H25年度末 H26年中間期末

実質純資産額 ソルベンシー･マージン比率

(億円) (％)

－ 5 － 三井生命保険株式会社


